
 

 

 
    

 

 

 

金峰山少年自然の家 

再建事業等について 
 
 

        

        
    

 

 

 

            

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本市教育委員会事務局 青少年教育課 

（新自然の家整備基本計画 基本理念） 

 

心豊かでたくましい青少年の教育を支援するとともに、 
 

誰もが豊かな自然に親しみながら、学び、遊び、考える 
 

自然体験の拠点施設 
 

報告（２） 金峰山少年自然の家整備について 
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１ 事業手法の基本方針について 

本市では、「熊本市公共施設等総合管理計画」、「熊本市公民連携手法活用指針」

において、民間の資金やノウハウを活用した PPP/PFI 手法の積極的な導入を推進する

こととしている。 

金峰山少年自然の家の新施設整備運営等に係る事業方針としては、民間事業者

の創意工夫及び技術的・経営的能力等を活用することで、質の高い教育の場の提供や

効率的な業務遂行による市の財政負担の軽減が図られ、さらに、小学校の集団宿泊教

室等を受入れる社会教育施設として、事業の安定性が重要であり、最も効果的なＰＦ

Ｉ手法（ＢＴＯ方式※1）を導入することとし、その事業形態については「混合型※2」と

する。 

 

■ PFI (Private Finance Initiative) 方式 

 

●民間が自ら資金調達を行い、施設を「建築」、その後、施設の所有権を民間から公共に 

「移転」、民間が施設の「運営・管理」を行う。 

 

●資金調達は、民間側で行い、市は、施設整備や管理運営の費用を運営期間中に分割して   

 支払うことができ、財政支出の平準化を図ることができる。 
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熊本市

設計企業 建設企業 維持管理・運営企業

（応募グループ）

SPC
（特定目的会社）

事業契約

委託・請負

金融機関

直接協定

融資

※1 ＢＴＯ（Build Transfer Operate） 

民間事業者が自ら資金を調達し、施設を整備（Build）、施設の所有権を公共に 

移転（Transfer）、一定期間管理・運営（Operate）する方式 

※2 混合型 

民間が独自に資金調達して、施設等の設計、建設、維持管理及び運営を行い、 

公共がサービス購入の対価として支払う料金とサービス利用者からの利用料金収入の 

双方により事業費を回収する事業形態 

公共 民間 利用者 

サービス購入料 
支払い 

サービス 
提供 

利用料金 
支払 
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２ ＰＦＩ手法の導入理由について 

 

ＰＦＩ導入の理由としては、以下の 3 点の評価による。 

 

(1) 民間活力、ノウハウの活用 

(2) 事業手法の比較 

(3) ＶＦＭ（公共資金の最も効果的な運用）の達成 

 

（１）民間活力、ノウハウの活用 

① 質の高い教育の場・学びの場の提供 

事業手法については、従来の直営による運営から、民間事業者の持つ専門的な知

識や技術、運営ノウハウ、ネットワーク等を活用することで、金峰山周辺の恵まれた自

然や歴史・文化、産業などの地域資源を最大限に活用した自然体験学習の充実を

はじめ、自然に親しむ拠点施設としての利用者ニーズを満たす魅力あるプログラムの開

発・提供など、高度な提案が期待できる。 

これらのことにより、これまで以上に安全で教育的効果が高く、質の高い教育の場や

学びの場が提供される。 

 

② 一括発注による利用者の利便性向上・コストの削減 

民間事業者に設計から解体、建設、維持管理、運営まで、一括した性能発注する 

ことで、それぞれを単体で発注する場合に比べて、供用開始後の維持管理及び運営 

方法を見据えた設計、建築等の整備が可能となるなど、民間事業者の持つ技術的、

経営的能力や創意工夫を活かした施設整備による利用者の利便性向上や施設のラ

イフサイクルコストの削減が可能となる。 

 

③ ＳＰＣ設立による事業の安定性の向上 

金峰山少年自然の家の再建に係る整備・運営を目的とするＳＰＣ（特別目的会

社）と事業契約を結ぶことで、運営会社の倒産等による事業中断の回避や融資を行

う金融機関によるモニタリングが行われること等で、長期にわたる事業期間において、安

定した事業運営が最大限に発揮できる。 

また、ＰＦＩ方式は、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に

関する法律（ＰＦＩ法）」に基づくものとなり、同様の官民連携手法のＤＢＯ方式

に比べて、法的根拠がある手法となる。 
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（２）事業手法の比較 

事業手法として、従来方式、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式の 3 パターンについて、メリット、デメリットを

比較した結果、ＰＦＩ方式が有効であると評価した。 

 従来方式 ＤＢＯ方式 ＰＦＩ方式 

サービス水準 

△ ◎ ◎ 
 運営事業者が施設整備に関

与せず、運営・維持管理への

影響は限定的となる。 

 設計の段階から運営事業者

が関与するため、サービス水準

の向上とリンクした計画策定が

可能となる。 

 民間のノウハウを活かした運営

によるサービス水準の向上が

期待できる。 

 設計の段階から運営事業者

が関与するため、サービス水準

の向上とリンクした計画策定が

可能となる。 

 民間のノウハウを活かした運営

によるサービス水準の向上が

期待できる。 

事業の 

安定性 

〇 〇 ◎ 
 通常の施設整備手法で多くの

実績があり、直営による運営

であるため、安定した運営が

期待できる。 

 運営期間中は、市によるモニ

タリングのみとなる。 

 長期の事業期間中に運営会

社等が倒産等で事業継続が

困難になった場合、サービスの

提供が受けられなくなる可能

性がある。 

 事業手法について、明確な法

的根拠がない。 

 

 

 市と金融機関がモニタリングを

行うことで、安定した事業の実

施に繋がる。 

 SPC の組成により設計会社、

建設会社等が事業終了まで

関わることで、サービス水準の

向上や安定した事業に繋が

る。 

 運営会社等が事業継続困難

に陥った際も、SPC の株式を

新たな運営会社に譲渡する

等により事業契約を継続する

ことが可能となる。 

 PFI法による法的根拠があり、

PFI 事業に関する手続き等の

制度を国が定めている。 

企業の 

参画しやすさ 

◎ ○ ○ 
 通常の発注方法であり、企業

は参画しやすい。 

 参画には、官民連携事業に

関する知識やノウハウが必要と

なり、グループ組成が必要。 

 参画には、官民連携事業に

関する知識やノウハウが必要と

なり、グループ組成が必要。 

地域経済 

への影響 

△ 〇 〇 
 民間への委託が設計、解体、

建設のみで、地域経済への影

響は限定的となる。 

 設計、解体、建設から維持管

理、運営まで民間が行うこと

で、地域経済への効果が高

い。 

 設計、解体、建設から維持管

理、運営まで民間が行うこと

で、地域経済への効果が高

い。 

財政負担 

△ ◎ 〇 
 設計、解体、建設、維持管

理等の分割発注・仕様発注

のためコスト削減の余地は小さ

い。 

 起債を活用することで、民間よ

り低い金利での資金調達が可

能となり、財政負担を抑えるこ

とができる。 

 設計、解体、建設、維持管

理、運営の一括発注により効

率化が図られコスト削減が可

能。 

 起債を活用することで、民間よ

り低い金利での資金調達が可

能となり、財政負担を抑えるこ

とができる。 

 設計、解体、建設、維持管

理、運営の一括発注により効

率化が図られコスト削減が可

能。 

 民間資金を活用することで、

初期段階の財政負担が軽減

され、割賦払いによる平準化

が可能となる。 

資金調達 

〇 〇 ◎ 
 施設整備費用として、市が一

括して資金調達をする必要が

あるため、事業当初に相当の

財源が必要となる。 

 施設整備費用として、市が一

括して資金調達をする必要が

あるため、事業当初に相当の

財源が必要となる。 

 施設整備費用として、民間事

業者が資金調達を行うため、

事業当初の市の資金調達が

軽減される。 

最終評価 △ ○ ◎ 
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（３）ＶＦＭの達成 

本市が実施する事業期間を通じた公的財政負担とＰＦＩ事業における初期投資・

運営経費等を比較した結果、現時点でのＶＦＭ達成率の見込みが約 5.2%となり、

約 131 百万円のコスト削減が図られるものと判断した。 
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（ＶＦＭ概算資料：ＰＦＩ方式） 

本事業は複数年にわたる事業であるため、従来手法による事業費を年度ごとの実支出額（名目

値）を、金利等を加味した割引率で調整し、正味現在価値算出する。ＰＦＩ事業費の名目値も同様

にして、正味現在価値算出する。従来手法による事業費とＰＦＩ事業費の正味現在価値を比較し、

ＶＦＭの試算を行う。 
 

● 従来手法による事業費の概算 

 名目値概算の内訳 

施設整備費 1,600 百万円 

ランニング・コスト等 
1,030 百万円 

(69 百万円/年間) 

その他費用（起債償還金利等） 30 百万 

公共収入（利用料収入等） 41 百万円 

公共負担額※ 

 【17 年間(施設整備期間＋運営期間）】 
2,619 百万円 

※公共負担額は、施設整備費等の事業費の総額から公共収入分を差し引いた金額 

名目値 2,619 百万円を、割引率で調整し、正味現在価値を試算 

 2,492 百万円（初期投資、ランニングを含む）－① 
 
 

● ＰＦＩ方式による事業費の概算 

 名目値概算の内訳 

施設整備費 1,440 百万円 

ランニング・コスト等 
897 百万円 

(60 百万円/年間) 

その他費用（施設整備費金利、モニタリング費等） 138 百万円 

公共収入（税収等） 4 百万円 

公共負担額※ 

【17 年間(施設整備期間＋運営期間）】 
2,471 百万円 

※公共負担額は、施設整備費等の事業費の総額から公共収入分を差し引いた金額 

名目値 2,471 百万円を、割引率で調整し、正味現在価値を試算 

 2,361 百万円（初期投資、ランニングを含む）－② 

 

◎財政削減額 約 131 百万円（①-②） 

◎財政負担削減率（ＶＦＭ）約 5.2%（131 百万円/2,492 百万円×100） 
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３ 熊本市立野外教育施設条例の改正（案）について  

 
金峰山少年自然の家の再建にあたり、熊本市立野外教育施設条例の一部改正を予定して

いる。 

 

● 主な改正点 

 

（１）条例名称 

現行：  熊本市立野外教育施設条例 

 

改正案：熊本市立金峰山自然の家条例 

 

 

（２）設置目的 

      現行： 恵まれた自然環境の中での集団生活を通じて、少年の健全な育成を図る  

 

改正案：恵まれた自然環境の中での活動を通じて、青少年の健全な育成を図るとともに、

広く市民の利用に供することを目的として設置 

 

 

（３）施設名称 

      現行：  熊本市立金峰山少年自然の家 

 

      改正案：熊本市立金峰山自然の家 

 

（４）使用者の範囲 

       現行： 本市の小学校児童若しくは中学校の生徒又はこれらに準ずる者を主たる構成

員とする団体及びその引率者 

   

改正案：上記に加え、 

            本市の居住者、通学者、通勤者、事業者、区域内で活動する個人・団体 

 

 

（５）使用料 

        現行： 無料 

   

改正案：一般利用の施設使用料を設定 

ただし、小中学校の教育課程における利用は、全額免除とする 

 

 

（６）指定管理者による管理 

        現行： 規定なし  

   

改正案：地方自治法の規定により、法人その他の団体に本市が指定するもの（指定 

管理者）に行わせることができる 
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４ 今後の事業スケジュール  

 

今後の事業スケジュールとしては、以下を予定している。 

 

日 程 内 容 

令和 4 年(2022 年) 1 月 

 

実施方針（案）及び要求水準書（案）の公表 

実施方針（案）及び要求水準書（案）に関する説明会・ 

現地見学会 

実施方針（案）及び要求水準書（案）に関する質問・意見

の受付 

令和 4 年(2022 年) 3 月 
熊本市立野外教育施設条例改正 

特定事業の選定・公表 

令和 4 年(2022 年) 4 月 
入札公告 

入札説明会 

令和４年(2022 年) 8 月 
参加表明書及び参加資格審査申請書等の受付 

参加資格審査結果の通知 

令和４年(2022 年) 9 月 入札書及び提案書類の受付 

令和 4 年(2022 年) 10 月 選定事業者の決定 

令和 4 年(2022 年) 11 月 
基本協定の締結 

仮契約の締結 

令和４年(2022 年) 12 月 契約締結、指定管理者決定 

令和 5 年(2023 年) 1 月 

～ 

令和 7 年(2025 年) 1 月 

施設の解体・設計・建設 

維持管理・運営準備 等 

令和 7 年(2025 年) 2 月 

～ 

令和 7 年(2025 年) 3 月 

施設所有権移管 

開業準備 

令和 7 年(2025 年) 4 月 新自然の家 供用開始 
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